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年度末における事務手続きを確認
〜年度末事務セミナー〜

多くの組合では、3月に決算期を迎え、決算
書類の作成、通常総会開催の準備など、これか
ら事務手続きの繁忙期を迎えます。

そこで、決算から総会終了後までの諸手続
きについて理解を深め、適正な管理・運営を
円滑に進められるように3月12日（火）、秋田
市のホテルメトロポリタン秋田において「年
度末事務セミナー」を開催しました。

第一部では「組合の税務会計のポイント及
び税制優遇措置の活用について」と題し、大坂
税理士事務所の大坂良
宏税理士からご講演い
ただきました。

講演では、組合に関
する特別税制のほか、
財務会計と税務会計の
違いや交際費等の損金
算入などについて事例
を挙げながら詳しくご
説明いただきました。

▼協同組合の二つの配当
①　事業利用分量配当

利益の源泉が、組合員から徴収した手数料
等が多額であったことに起因する場合、組合
員が組合事業を利用した分量に応じて返還す
るもので、手数料や使用料などの過徴収の割
戻しという性格があるため、損金算入が認め
られている。
②　出資配当

協同組合は、出資額の10％を超えて配当す
ることはできない。

第二部では、本会職員より年度末事務手続
きに関する一連の流れや留意事項について説
明しました。

▼改元に伴う決算関係関係書類提出書や役
員変更届の表紙に記載する年月日の表記に
ついて
　書類の提出時期には、新元号が施行されて
おり「○○元年○月○○日」と記載して提出し
ていただくこととなる。
▼今年5月に開催する通常総会の年度表記に
ついて

新元号が公表されていることから、「〇〇元
年度通常総会」とするのが解りやすい。「平成
31年度通常総会」と記載した書類の受理を拒
否することはない。また、西暦で「2019年度通
常総会」と表記しても構わない。

年度末における事務手続きについては、本
号に同封する「組合決算期の事務手順一覧」を
ご参考いただき、ご不明な点がございました
ら本会までお気軽にお問い合わせください。

支 団 活 レ ー援 体 動 ポ ト
平成31年度通常総会を開催	 〜秋田県中小企業団体事務局協議会〜

2月27日（水）、秋田市のホテルメトロポリタ
ン秋田において、秋田県中小企業団体事務局協
議会（佐藤弘幸会長）の平成31年度通常総会が
開催され、会員19名が出席しました。

総会では、平成30年度事業報告および収支
決算のほか、全号議案が満場一致で承認・可決
されました。平成31年度事業では、研修事業を
計画しているほか、組合活性化のための情報提
供、事務局職員同士の幅広い交流促進のための

福利厚生事業等を通じて、会員間の連携を図っ
ていくこととしています。

［挨拶する佐藤会長］

［大坂税理士］

［事務セミナー受講の様子］
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● a la carte●アラカルトアラカルトアラカルト

3月6日（水）、本会藤澤会長（佐藤専務理事、畠
山事務局長が同行）が東京都の衆議院会館を訪
れ、冨樫博之衆議院議員に対し、地方創生と中
小企業・小規模事業者対策に関する7項目の要
望書を提出しました。
要望内容
１ 　地方創生のための構造的改革の推進と支

援の充実
２ 　再生可能エネルギーの導入拡大を加速す

るための環境整備
３ 　日本海沿岸東北自動車道、東北中央自動車

道の早期全線開通及び県内高速道路におけ
る暫定2車線区間の4車線化に向けた整備

４ 　秋田新幹線の秋田・岩手県境における新
トンネル整備の早期実現

５ 　ものづくり・商業・サービス生産性向上
促進補助金の継続

６　事業承継税制の対象範囲の拡充

７ 　事業承継のための低金利かつ長期の融資
制度の実現

以上の要望に対して、冨樫代議士からは「事
業承継に関しては、税制改正により4月から個
人事業者の相続税も法人同様になるなど積極
的に進めており、更なる推進のために中小企
業・小規模事業者の景況が好転するよう各要
望項目についても積極的に取り組んで行きた
い。」との回答をいただきました。

－会員組合の皆様へ－
本コーナーでは、会員組合の理事長交代につい
て紹介しております。新しい理事長が選出された
場合は、本会総務企画課（☎018-863-8701）まで
お知らせください。

 協同組合横手卸センター（横手市）
 理事長　和泉　正之さん
組合員名：株式会社かねき
役　　職：代表取締役
改  選  日：平成31年2月22日

 秋田県板金工業組合（秋田市）
 理事長　吉野　一雄さん
組合員名：吉野板金
役　　職：代表
改  選  日：平成31年2月26日

 秋田県基礎工事業協同組合（大仙市）
 理事長　高橋　房孝さん
組合員名：株式会社秋田県南重機
役　　職：代表取締役
改  選  日：平成31年2月28日

役員改選により、下記の方々が新理事長に選出されましたので、
ご紹介します。新理事長紹介

■冨樫衆議院議員へ7項目を要望

インフォメーションインフォメーションインフォメーション

働き方改革を推進するための関係法律の整
備する法律が4月より順次本格的に施行される
こと等を踏まえ、中小企業・小規模事業者をは
じめとする皆様に働き方改革を一層推進いた
だけるよう、「働き方改革支援ハンドブック」の
内容を充実、更新しました。ハンドブックにつ
いては以下のHPに掲載しておりますので、ご
確認ください。
https://www.mhlw.go.jp/content/000480602.pdf

昨年12月2日（日）、秋田市で行われた平成30
年度中小企業組合検定試験（主催：全国中小企
業団体中央会／後援：中小企業庁）の合格者が3
月1日（金）に発表され、本県からは下記の方が合
格されました。まことにおめでとうございます。

 （敬称略）
石井　智之（秋田県中小企業団体中央会）

「中小企業組合検定試験」の詳細につきまし
ては、本会商業振興課までお気軽にお問い合わ
せください。

働き方改革支援ハンドブック
（2019年2月改訂版）について
	 （厚生労働省・中小企業庁）

中小企業組合検定試験合格者が発表
	 －本県より1名が合格－

［要望書提出の様子］
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平成31年度の協会けんぽの健康保険料率及
び介護保険料率が変更になります。

なお、保険料率の適用時期は、平成31年3月
分（平成31年4月納付分）からとなります。

現行 変更後

健康保険料率（秋田支部） 10.13％ 10.14％

介護保険料率（全国一律） 1.57％ 1.73％

※ 　40歳から64歳までの方（介護保険第2号被
保険者）には、健康保険料率に全国一律の介
護保険料率が加わります。

※ 　任意継続被保険者の方は、平成31年4月分
（平成31年4月納付分）からとなります。

［ お問い合わせ先］ 
全国健康保険協会（協会けんぽ）秋田支部 
☎018-883-1800（代表）

今年のゴールデンウイークは10連休！
〜休暇を加えて自分流バケーションも〜

労働基準法が改正され、平成31年4月より、使
用者は、法定の年次有給休暇日数が10日以上の
全ての労働者に対し、毎年5日間、年次有給休暇
を確実に取得させることが必要となりました。
◎ 労使一体となって、年次有給休暇の「計画的

付与制度」を導入しましょう。
◎時間単位の年次有給休暇を活用しましょう。

［ お問い合わせ先］ 
○年次有給休暇の取得促進について 
　　秋田労働局雇用環境・均等室 
　　☎018-862-6684 
○年次有給休暇の制度について 
　　各労働基準監督署

協会けんぽの保険料率が改定されます
	 （協会けんぽ	秋田支部）

「仕事休（やす）もっ化計画」
	 （秋田労働局）

【秋田県】 （4月1日付）
産業労働部（商工関係）の転入出者は次のとおりです。
《転入》　（　）は前職、〈　〉は派遣 敬称略

◎産業労働部
部長（企画振興部長） 妹尾　　明
次長（財政課長） 猿田　和三
次長兼企業立地事務所長（産業集積課長） 出茂　正美
食品産業振興統括監兼観光文化スポーツ部次長

（鹿角地域振興局長） 畠山　勇人
参事兼公営企業課長 桜庭　規祥
産業技術センター上級主席研究員兼素形材開発部長 

（産業技術センター素形材開発部長） 遠田　幸生
課長待遇兼秋田発電・工業用水道事務所長

（大館発電事務所長） 佐藤　　繁

◎産業政策課
主幹（市町村課主幹） 高橋　源悦
副主幹（商業貿易課副主幹） 加藤　慶美
副主幹（高等教育支援室副主幹） 齊藤　勲信
副主幹（農業経済課副主幹） 吉田　和之
主事（総合県税事務所課税部主事） 髙橋　寛幸

◎産業政策課　デジタルイノベーション戦略室
副主幹（デジタルイノベーション戦略室主査）
 持田亜由子

◎地域産業振興課
主幹（地域産業振興課副主幹） 大森　慎也

人事異動のお知らせ
主幹〈あきた企業活性化センター〉（東京事務所あき
た売込み課主幹） 菊地　　拓
主幹（産業政策課主幹） 佐々木　琢
副主幹〈あきた企業活性化センター〉（高等教育支援
室副主幹） 髙坂　　聡
副主幹（産業集積課副主幹） 佐々木　功
副主幹（産業政策課副主幹） 髙橋喜代孝
副主幹（地域産業振興課副主幹）〈あきた企業活性化
センター〉 田口　　香
副主幹（観光戦略課副主幹） 山内　雅絵
主査〈あきた企業活性化センター〉（産業技術セン
ター素形材開発部研究員） 井上　　真
主査（水産漁港課主査） 佐々木康人
主査〈秋田大学〉（平鹿地域振興局総務企画部主査）
 橋本　　誠
主事（総合県税事務所平鹿支所主事） 浅井未依子

◎地域産業振興課　輸送機産業振興室
副主幹（移住・定住促進課副主幹） 金湖　信之
主任（輸送機産業振興室主事） 畠山　茂久
主事（東京事務所総務企画課主事） 杉沼　　慶

◎産業集積課
課長（教育庁総務課長） 今川　　聡
副主幹（地域産業振興課副主幹） 小柳　秀隆
主査（地域産業振興課主査） 柏谷　　耕
主査（能代港湾事務所主査） 寺山　大輔
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◎商業貿易課
課長（由利地域振興局総務企画部長兼地域防災監）
 安藤　雅之
主幹（山本地域振興局総務企画部地域企画課長）
 土門　啓介
副主幹（秋田港湾事務所副主幹） 高橋　正人
主査（総合県税事務所課税部主査） 木村　裕介
主査（国保・医療指導室主査） 松嶋　亜紀

◎資源エネルギー産業課
主幹（資源エネルギー産業課副主幹） 桜田慎一郎
主幹（資源エネルギー産業課副主幹） 辻田　豊英
主査（名古屋事務所主査） 佐藤　直彦
主任（大館発電事務所技師） 工藤　　優
主任（資源エネルギー産業課技師） 鎗目　隼平

◎雇用労働政策課
主幹（産業集積課主幹） 佐藤　寿之
主幹（被災者受入支援室主幹） 渡辺　美伸
主任（県民生活課主任） 大塚　智哉
主事（文化振興課主事） 原田えりな

《転出》　〈　〉は派遣 敬称略

◎産業労働部
東京事務所長 水澤　　聡
平鹿地域振興局長 石川　　聡
労働委員会事務局長 兼子　達弘

◎産業政策課
総務課政策監 仲村　陽子
医務薬事課副主幹〈秋田県立病院機構〉 工藤　元昭
動物愛護センター主査 刀根　雅一
自治研修所主査〈自治大学校〉 伴藤　　崇

◎地域産業振興課
名古屋事務所長 土屋　和久
秋田うまいもの販売課主幹 加藤　　智
農地整備課主幹 髙山　好美
会計課主幹 村上　　寛
市町村課副主幹 品田　　聡
議会事務局副主幹 白川　雅浩
地域づくり推進課主査 嵯峨　直人
教育委員会主任 植村　実知

◎地域産業振興課　輸送機産業振興室
建設政策課副主幹 山田　忠綱
秋田地域振興局総務企画部主事 保坂　祐樹

◎産業集積課
山本地域振興局建設部副主幹 鷲谷　吉宣

◎商業貿易課
山本地域振興局総務企画部長兼地域防災監
 岡崎　佳治
文化振興課副主幹 安田　路子
教育委員会副主幹 山崎　　忍
北秋田地域振興局総務企画部主事 菅原　　悠

◎資源エネルギー産業課
秋田発電・工業用水道事務所主査 黒崎　　亨
名古屋事務所技師〈トヨタ自動車〉 工藤　陽太

◎雇用労働政策課
会計課主幹 諸井　忠道
教育委員会主事 五十嵐なつみ

【株式会社商工組合中央金庫秋田支店】
… （4月1日付）

（　）は前職 敬称略
《転入》 
秋田支店長（融資第一部審査役） 高橋　大輔
《転出》

営業店サポート部参事役（秋田支店長） 奥田　峰利
渋谷支店書記（秋田支店書記） 井坂　光希

【秋田県中小企業団体中央会】…（4月1日付）
（　）は前職

◎総務企画部
部長（部長兼総務企画課長） 藤田　　実
総務企画課長（商業振興課長） 内藤　陽子
総務企画課主査（工業振興課主査） 山本　繁広

◎事業振興部
商業振興課長（横手支所長） 芳賀　洋子
横手支所長（総務企画課主査） 谷口千恵子
工業振興課主任（総務企画課主任） 稲葉　　健
大館支所主任（大館支所主事） 藤野　孝輔


